
  

二    労働力、労働市場及び失業の動向
(一)   労働力人口は市郡へ移動し、非農林就業者が増加した
(1)   生産年齢人口労働力人口の増加は、もつぱら市部にみられた

一 終戦以来のわが国入口の増加は、本年においても依然として緩和されず、二二年当時にみられた
爆発的出生率は漸次減退し、あるいは海外からの引揚復員等による社会的人口増加も少くなつてい
るものの、反面死亡率の低下があつて労働力調査によると総人口は二五年末八、三五〇万より二六
年末は八、四九〇万と約一四〇万人の増加となつている。 

二 そして人口の増加はとぐに市部に著しく、二五年以来食糧事情の好転と都市生活水準の相対的向
上につれて、人口の都市還流が再び激しくなり、二六年に入つてますます大都市への人口集中の傾
向が強まつた。

すなわち、二六年末の市部人口は、三、三六一万と前年末より二九九万の増加に対し、郡部人口は
五、一二九万と前年末より逆に一五九万の減少で、市郡部人口比率は前年の三七対六三より本年末
には四〇対六〇へと変化している。 

第三図 労働力状態の昭和25年26年比較
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(注) 一、本年に入つて一七の新しい市制実施が行われ、これによる人ロ区分の変更が六、七〇万含
まれでいると考えられるが、この他市部人口の自然増加が六〇万前後とみても大都市を中心に約一
〇〇万近い人ロの市部移動があつたと考えられる。 

二、農林省異動人口調査による,食糧生産世帯人口(農家人口の大部分)の異勤をみると(第五表)、二
五年一一月より二六年一〇月末にいたる一年間に五二七、九七〇人の自然増加があつたに拘らず消
費世帯への転出超過、耕作放棄等による世帯区分の変更によつて一〇〇万近い人口の減少がみら
れ、このため生産世帯人口は一四六万四千人の減少となり、逆に消費世帯人口が一年に七二万二千
人を増加している。 

三 つぎに人口の動きを、生産年齢人口(満一四才以上の人口)についてみると、生産年齢人口は全体
として年平均で前年に比し一〇〇万余増加(二六年五、六七四万)したが、このうち前述の区分変更
と人目移動により市部の生産年齢人口は年間一四〇万を増加し、これに対し郡部は逆に四二万減少
(二六年三、四一七万)している。(第四表参照)

二五年においては郡部人口の市部への移勤は人口の減少をきたすまでにはいたつていなかつたが、
本年は郡部生産年齢人口は逆に減少をみせており、農民離村を中心に郡部人口の市部流入が一層激
しかつたことがわれがうかる。

第4表 市部郡部別労働力状態
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四 更に生産年齢人口中の労働力人口の動きをみると、二六年平均では三、六六〇万と、前年に比
し、四四万の増加で増加率は生産年齢人口よりやや下廻つている。しかしながら、これを市郡部別
にみると、市部労働力人口の一一三万の増加に対し、郡部労働力人口には六九万の減少で、市部で
は労働力人口の増加が生産年齢人口の増加を上廻つており、労働力人口の市部への流入がより著る
しかつたことをあらわしている。 

五 一方生産年齢人口中、非労働力人ロのにしめる比率は二四年の三三・六%、二五年三四・五%、
二六年の三四・九%と増大をつづけている。

しかし乍ら二五年における非労働力人口の増大にくらべれば、二六年のテンポは著しく弱くなつて
いる。

第5表 食糧生産、消費世帯別にみた人口の異動
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六 これを市郡部別にみると、郡部は前述の如く労働力人口の減少にある程度対応して、非労働力人
口は二九万増大しでいるが、市部では非労働力人口の増加は三一万にとどまり、生産年令人口中に
しめる非労働力人口の比率はかえつて滅少しでいる。 

七 以上の如く労働力調査による昭和二六年の労働力状態は、労働力人口を中心とする郡部人口の市
部への流出によつて特徴づけられるが、これは1)朝鮮動乱以降の経済的活動の拡大による市部労働
力需要の増大と 2)農村における零細農家の窮亡化に基くものとみられる。なお、郡部における非労
働力人口の増加については 1)六三制施行による通学者の増加 2)中農以上にみられる農家経済の好転
などがその理由と目される。

(注) 主として中農層を対象とする農家経済の本年の動きを前年と比べると、一般物価の昂騰によつ
て農家の支出は相当増大したが、一方主食価格の引上、繭、木炭収入の増加、特需の影響から収入
も著るしく増大し、年間では約三万円、前年同期の四倍強の黒字をみせている。(第六表参照) 

第6表 年及び収支種目別農家現金収支額
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二    労働力、労働市場及び失業の動向
(一)   労働力人口は市郡へ移動し、非農林就業者が増加した
(2)   農林業就業者の減少に対し、非農林業における就業者ば著るしく増加

した

八 つぎに労働力人口についてその就業状態をみると、全産業就業者数は年間平均三、六二二方と、
前年の三、五二七万に対し五〇万増で、労働力人口の増加を上廻つており、就業率は前年の九八・
八%より本年は九九%と好転をみせた。

これを農林、非農林業に大別してみると、農林業は、年平均一、六一七万でひきつづき前年より一
二四万の大巾減少をしめし前年の六七万減に対し滅少率は一層大きかつた。これに対し、非農材業
は年間平均二、〇〇五万と前年に対し一七四万の増加であり、前年の四二万に比してこの大巾な増
加は二六年における労働力人口及び就業状態変動の起動力となつている。

第7表 農、非農別及び就業時間別就業者数

九 このような就業者の動ぎを就業時間別にみると上述の動きは一層顕著にしめされている。

すなわち非農林業で週三五時間以上の就業者は、一、七一七万と前年にくらべて一五三万の増加と
なつたが、これに対し農林業では週一ー三四時間就業者は五二一万、週三五時間以上就業者は一、
〇七一万で夫々前年より七五万、四二万減少して、とくに比較的短時間就業者の減少が著るしくな
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つている。 

一〇 これを前年にわける農林業就業者六七万の減少のうち、短時間就業者ではかえつて六九万増加
を示していたことと対照すれば、本年は農村に滞留しでいる不完全就業者が非農林業の労働力需要
の急激な増大によつて、この部門に転換し、労働力人口の移動を大きくしたことを示すものであろ
う。 

一一 また、就業者を男女別にみると、二六年の年間平均の全産業就業者は、三、六二二万で、こ
の,中男子が二、一八九万、女子が一、四三三万で前年より男子は二五万(一・二%)女子が二五万
(一・八%)それぞれ増加しており、とくに女子の増加が目立つている。その結果就業者中の男女の
比率は前年の六一対三九から六〇対四〇と女子の比率が若干高まつた。(第八表参照)

第8表 農、非農及び男女別就業者数

一二 これを更に農林、非農林業に大別してみると、農林業では男子の対前年比六・五%(五六万)の
減少に対し、女子は七・九%(六九万)の減少となり農林業ではかえつて女子の減少が著るしくしか
し非農林業では逆に男子八〇万(六・二%)増に対し、女子は九三万(一七・五%)の増加で、非農林業
における商業、サービス業及び製造業中の紡績業、その他女子労働に依存する産業の労務拡充によ
つて女子の増加が顕著となつていろ。すなわち農村では一方においで女子労働力が非労働化すると
同時に、多くの就業者が非農林業へ吸収されたことをあらわしでいる。 

一三 さらに就業者を従業上の地位別にみると、全体として雇用者が二六年平均で一、三七〇万と前
年に比し、一一〇万の大巾な増加となつたのに対し業主及び家族従業者は農林業における大巾な減
少によつて前年より夫々一六万、四三万少くなり、雇用者の全就業者中にしめる比重が増大してい
る。

なお、雇用者は非農林業で一一五万増加したのに対し、農林業では逆に女子を中心に若干減少して
いる。(第九表参照)

第9表 従業上の地位及び農、非農別就業者数
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一四 以上の如く、朝鮮動乱以降の非農林業雇用量の拡大が著るしかつたことによつて就業状況は大
きな変動があつたことがしめされているが、これによつて非農林業の就業者構成比は、全産業中の
五六・六%と、二四年の四九・九%、二五年の五二・三%から一層その比率を増大しでいる。 

一五 しかし、農林業就業者は、未だ年平均一、六一七万、九月末で一、六五四万であり、戦前の常
態であつた一、四〇〇万台よりは著しい膨脹であり、二六年の農業生産が戦前とほぼ同水準の恢復
にとどまつでいる点よりみて、戦後農村労働力の過剰傾向は、いまだ解消していないことをしめし
ている。 
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二    労働力、労働市場及び失業の動向
(一)   労働力人口は市郡へ移動し、非農林就業者が増加した
(3)   非農林就業者の増加中特に卸売・小売業就業者の増加が著しい

一六 つぎに上述のような二六年における非農林業の著しい増加がいかなる部門の増大によつて吸収
されたかをみると、全体として、各産業とも就業者は増加しているが、とりわけ卸売、小売業、金
融保険業及び不動産業部門の増加が著るしい。 

一七 年間における産業別就業者の増減は、二五年中期以降産業分類あるいは調査期間が変更された
ため直接の比較が困難なので、二六年九月末と二五年九月末の一年の動きについて検討してみるこ
とにする。

いうまでもなく二五年九月はすでに動乱後の変動のあらわれつつある時で、年間の比較には不完全
ではあるが、二五年国勢調査当時以降一年間の動きとして大約その傾向をみることは出来よう。 

一八 まず九月末における非農林就業者の増加は一五一万であるが、産業別では、卸売、小売業、金
融保険業及び不動産業が、前年同期に比し一〇六万(二五・九%)の増加で非農林増加就業者数の七
〇・二%をしめでいる。はたそのほかの産業では大分少なくなつて、サービス業二八万(八・八%
増)運輸通信及びその他の公益事業二六万(一六・九%増)が卸売、小売巽、金融保険業及び不動産業
についでおり、鉱業は七万、建設業は九万の増加、製造業は就業者数では二一万の増加であるが増
加率ほ三・六%と相対的に少い。

なお、漁業及び水産養殖業、公務のみは二六年九月は前年同期より夫々九万、二一万の減少となつ
ている。(第一〇表参照)

第10表 昭和26年9月までの一年間の産業、従業上の地位及び性別度業者増減
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一九 以上の動向を男女別にみると、前年九月より本年九月まで非農林業では女子就業者八一万の増
加で、男子の七〇万増加を上廻つている。女子八一万の増加のでは卸売小売業、金融、保険業及び
不動産業が四四万で他の部門より著るしい増加をみせているが、この部門での男子就業者の増加は
六二万にのぼつており、業主層の比較的多い卸売小売業、金融保険業及び不動産業の部門において
は、男子就業者の増加が女子就業者の増加に比しより著るしくなつている。

その他、男子就業者で増加の著しいのは、鉱業(六万)建設業(七万)運輸通信及びその公益事業(二〇
万)である。これに対し女子で増加の著るしいものは、サービス業(二二万)及び製造業(一七万)の両
部門となつており、雇用者層の多い製造業は、卸売小売業金融保険業及び不動産業に比し、女子の
増加が著るしいのが注目される。 

二〇 つぎに、以上の傾向を従業上の地位別に検討すると、卸売小売金融保険不動産業における男子
就業者六二万の増加中、業主は、三二万、雇用者二八万と業主層の増加が比較的大きく、年間にお
ける零細商業経営の増大をうかがうことが出来る。

これに対し、製造業では業主、家族従業者は男女共に滅少し、増加は男子雇用者一七万増、女子雇
用者二〇万増加と雇用者に集中しており、この部門は近代的雇用の一般的な拡大傾向をしめしてい
る。

(注) 二六年九月末調査によれば、卸売、小売、金融、保険、不動産業の就業し年未満の業主は三一
万で、一年以上のもの一五九万の約五分の一に当る。この三一万の業主中、九月において、業主単
独の経営のものが、一九万で三分の二を占め、,他に従業者一人あるもの八万、残る四万は殆んど従
業者二人乃至三人の業主となつている。

なお、この部門の従業者数別の就業者の分布を、二六年九月と二五年十月について比較すると、従
業者(業主)を含めて四人の層の増加率が最も大きく、全体として五人以下の零細経営の増大があら
われている。(第一一表参照)

第11表 卸売小売業、金融保険業及び不動産業従業者規模別就業者数の変化
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二一、最後に、九月末調査につき、市郡部にわけて産業別の就業者の変動をみると、非農林業、一
五一万の増加中、一〇七万が市部での増加で、とりわけ鉱業、建設業、運輸通信及びその他の公益
事業は市部に集中している。しかしながら、増加数で最も多い卸売小売業、金融保険業及び不動産
業と製造業の両部門は、半数が市部、半数が郡部において増加しており、九月で比較すると、郡部
の方が増加率がやや大きい。(第一二表参照)

第12表 市部郡部別人口及び就業者の変動
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二    労働力、労働市場及び失業の動向
(二)   労働市場は動乱以降ひきつづき好転している

二二 つぎに労働力の需給状況を公共職業安定所の窓口に表われた労働市場の勤きからみると、前年来の
需給状況の改善傾向は本年三、四月における新規学校卒業者の卒業期を中心として更に強められた。そ
の後下半期に入つて、労働市場は景気の後退を反映してやや不活溌化したが、年間を通じてみると、全
般的には前年より好転しているということが出来る。
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二    労働力、労働市場及び失業の動向
(二)   労働市場は動乱以降ひきつづき好転している
(1)   求職者は減少した

二三 まず新規求職者総数でみると、前年の月平均が七六〇、四〇〇人であつたものが、本年は七二
五、七三九人と減少しでいる。これを年間の動きでみると一～三月は新規学卒求職者の累積によつ
て、また年度末における失業対策事業の活溌化による日雇求職者の急増によつて各月とも八〇万前
後の新規求職者が表われている。しかし乍ら、その後は一般に減少傾向をみせ四～六月には減少し
て六月には六七万九千人台にまで落ちたが七八月には七二万人台を維持し、九月以降は更に減少し
て十二月は六一万人と年間の最低水準にまで落ちている。(第一三表参照)

第13表月別求職者の推移

二四 これを一般(常用及び臨時)日雇別にみると、前者は年初の四〇万人台から六月の三〇万人台に
まで減少し、八～十月頃は多少の増加を示したが、年末に近づくにつれ再び減少して、十二月は二
四万六千人と年間の最低水準を示した。また後者は一般ほど大きな変化はないが、年初の一月と三
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月が四〇万人台を示しただけで、あとの月は三〇万人台で動いている。

常用求職者の再来件数も前年月平均の一八〇、三五〇四件がち本年の一、二五五、二六九件に減少
し、年内の推移では一～三月の一三〇～一四〇万台から七月の一一〇万台まで減少し、以後多少の
増加はみられたが、年末再び一一〇万台まで落ちている。 

二五 要するに求職関係の諸指標は一般的に前年の水準より低くなつており、本年における公共職業
安定所に対する求職者の殺到状況は緩和されたとみてよい。しかしこの背後には後述の如く、職業
安定所を通じない企業の直接雇用による就職者の増加による求職者の減少が影響しているものと考
えられる。 
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二    労働力、労働市場及び失業の動向
(二)   労働市場は動乱以降ひきつづき好転している
(2)   常用の求人は増加し、就職率は向上した

二六 つぎに常用求人数をみると、求職とは逆に年間月平均では、前年の一三二、七八四人から本年
の一四七、〇五一人へと相当な増加がみられる。この動きを月別にみると、一～三月の二〇万人前
後の水準が漸次下降して七月の一一万人にまで減少した。これが再び八月～十一月の一三、四万人
程度にまで恢復したが、十二月は九万八千人と本年の最高水準を示して年を越した。年初に高い水
準を示したのはいうまでもなく、新卒に対する求人によるものもあるが、それ以後は景気の後退に
より、求人の減少を示した。しかし秋季は季節的に増加したが、とくに十二月における大きな減少
は目立つている。この有効求人をみると二、三月の四〇万人台、一、四月の三〇万人台を除けば、
他は二〇万人台で動いている。(第一四表参照)

第14表 月別職業紹介状況

二七 また常用求職者に対する紹介件数をみると、前年の平均一七八、七九二件に対し、本年は二〇
四、八一九件と増加しており、年内の月別の動きをみると、新規求人数の動きと大体同様で年初と
秋季に高く夏季と年末が低くなつている。しかし、求人数の動きほど変動が大きくない。 
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二八 常用求職者の就職数をみると、前年の平均九五、八一二人に対し本年は一一一、三三〇人と大
きな増加がみられる。

これを年間の動きでみると、一月の八万九千人(本年最低)から二月一四万五千人、三月の一六万五
千人(本年最高)と上昇し、以後は一〇万人台を前後しでいるが十二月は九万人と減少を示してい
る。そして有効求職に対する就職の割合からみた常用の就職率は、平均で二五年の五三・六%から
二六年の五四・四%へと向上しでいる。 
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二    労働力、労働市場及び失業の動向
(二)   労働市場は動乱以降ひきつづき好転している
(3)   新期学卒者の就職状況は好転した

二九 なお、本年春の入職期における新規学卒者の就職状況についてみれば、新制中学の卒業見込数は前年
度より八・二%増の一、六八〇、八二六名で、このうち七八三、五〇五名が進学の希望者で残りの八九
七、三二一名が就職希望者となつており、これを百分比でみれば、

昭和二十四年度 同二十五年度

(昭和二十六年三月卒業)

卒業見込数 一〇〇・〇 一〇〇・〇

進学希望者 四三・六 四六・六

就職希望者 五六・四 五三・四

となつている。

第四図 新制中学卒業生職業紹介状況
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三〇 これを実数でみると 第一五表の如く就業希望者数は前年度より増加しているが、卒業見込数に対す
る比率では低下している。かくて、就業希望者は前年度より二・五%増の八九七、三二一名となつている
が、このうち家族従業者となるものは四九三、五九五名で就業希望者の五五%を占めている。これは前年
の六一・二%より低くなつており、実数も前年は五三五、一六七名で減少している。したがつて他に雇用
されようとするものも本年は四〇三、七二六名で就職希望者の四五・〇%を占めて、前年の三三九、九八
八名(三八・八%)に比較して実数、比率ともより多くなつている。

第15表 年度別新制中学卒業生職業紹介状況
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三一 以上要するに、本年度の新卒業生のうち進学希望者は実数、比率とも増加したにも拘らず卒業生が多
いために就職希望者の実数が前年より二・五%ほど増加している。しかも、このうち家族従業者となるも
のが実数比率とも減少しているので、他に雇用されようとするものが相当に多くなつている。

家族従業者の多くは零細経営(農業を含む)に参加するものであるから、この面の相対的な苦境を物語つて
いるといえよう。

更に、これらの他に雇用されようとするものゝうち、公共職業安定所に求職を申込んだものは、実数では
前年より四・六%多くなつているが、比率的にみると前年度は他に雇用されようとするものゝうち八七・
三%が公共職業安定所に求職申込をしているのに対して本年度は七〇%に落ちている。 

三二 このような求職状況に対して、求人状況をみると実数では昨年の一六九、三二四名に対し、本年は二
七四、六三二名と六二%の増加となつている。これは昭和二十五年の三、四月はデフレ的傾向が強く先行
不安のために求人が少なかつたのに対して、本年は動乱以来の製造業を中心とした企業の活溌化を反映し
たものといえる。 

三三 またこれらの求人に対してどれほど就職したかをみれば、実数で昨年の一三〇、三三〇名に対し本年
は二〇一、三二六名就職しており、約五四%の増加となつている。したがつて求職申込件数から就職者数
を引くと、昨年は一六六、六一二名が残り、本年は一〇九、四三二名が残つたことになる。勿論、これら
のうちには縁故その他で就職したものが含まれる。 

三四 この求人就職状況を産業別にみると、第一六表の如くであり、総求人数の八〇%は製造業からの求人
であり、またその半数は紡織業で占めている。紡織業の求人のうち、九〇%は女子の求人であり、したが
つて、総求人数のうち五七%は女子に対する求人で占められでいる。紡織業についで求人の多いものは機
械器具製造業でこれらの求人は男子が多い。製造業以外で求人の多いものは卸売及び小売業、ついでサー
ビス業となつている。 

三五 つぎに産業別就職状況をみると、大体求人の多いものは就職件数も多く、大体並行的な傾向がみられ
る。これを前年度と比較すれば製造業では前年の九二、二〇八名に対し、本年は一六〇、六二四名と約七
四%の増加を示している。このうち紡織業では前年の四四、二九七名に対し、本年は八四、四三五名と約
八八%の増加となつており、その他卸売、小売業では前年の一三、三八〇名が本年の二〇、八八六名と五
六%の増加となつている。サービス業では前年の四、一七一名から本年は二倍半の一〇、八〇〇名となつ
ている。

第16表 産業別新制中学卒業生求人就職状況
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二    労働力、労働市場及び失業の動向
(二)   労働市場は動乱以降ひきつづき好転している
(4)   日雇の就労状況もひきつゞき好くなつている

三六 一方、臨時及日雇に対する求人数の推移をみると、前年平均四、八四〇、〇九三人(月間延数)
に対し、本年は五、九五八、三五五人となつている。そして二六年中の月別の推移をみると、六〇
〇万人台を示している月は三月の六、七七一、五六五人を最高に五月、八月、十二月で、他の月は
五〇〇万人台に止まつており、前年の一月から七月までが三～四〇〇万人台であつたことからみれ
ば非常な増加である。これは主として失業対策事業の拡大によるものが殆んどで、その他は朝鮮動
乱以来の民間における臨時及日雇関係の雇用が増加したゝめである。(第一七表参照)

第17表 月別職業紹介状況

三七 臨時及日雇関係の紹介、就職は求人の推移と同じ動きを示しでいる。すなわち、紹介を年間平
均でみると、本年は五、九二八、八五二人で前年の四、八〇一、四七四人から延一〇〇万以上増加
している。

したがつて就職も前年の平均四、七四九、〇二〇人から、本年の五、八三〇、六〇〇人と大きく増
加し、またこのような状勢を反映して日雇の不就労者数(アブレ)も前年の平均二、二一五、九三二
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人(月間延数)から本年の一、三八二、二四六人と急激な減少がみられる。前年は六～八月が三〇〇
万人台を示し他の月も一〇〇万人台を切つたことはなかつたが、本年は年初から十一月まで一〇〇
万人台で推移し、十二月は七六万七千という程度にまで減少している。 

三八 以上要するに、労働市場状況は一般的に前年よりも好転しており、これを年間の推移でみる
と、前年は朝鮮動乱の影響により上半期より下半期が明白に好転しているのに対して、本年は、前
年とは逆に上半期は前年下半期の活況を引きついて労働市場は非常によかつたが、後半に入つて一
般的に停滞の傾向がみられた。 
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二    労働力、労働市場及び失業の動向
(三)   失業状況は一般的に緩和してきている
(1)   完全失業者は減少し、失業保険受給者数も少くなつたが、夏以降は若

干悪化の傾向がみえる

三九 つぎに労働力調査による完全失業者数の動きをみると、前述のごとく人口増加の圧力は緩和さ
れなかつたが、動乱後の経済活動の活溌化による就業者の増加に伴い、二五年平均の四四万人から
二六年平均では三九万人と若干の減少をみせでいる。

この年内の推移をみると、一、二月の三七万人から一二月の四一万人四月の三九万人と若干の増加
をみせたものの、以後九月まで三〇万台で推移した。その後、十月には四七万人、十一月には四六
万人、十二月には四八万人となつて、年末になつて再び上昇するに到つたが、二十五年中が殆ど四
〇万台を維持し、八月には五四万人という記録を作つてやることを考えれば、二六年中は比較的低
い水準にあつたことが判る。(第一八表参照)

第18表 年次及び月別完全失業者数

第五図 失業書推移
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四〇 このような失業状況の改善法、失業保険の面にもうかがわれ、常用労働者の失業保険受給者数
は二十五年の年間月平均三八四、八五一人に対し、二十六年では二四五、四一六人と大きな減少が
みられる。これを年内の推移でみると、昭和二十六年一月に三〇万八千人つあつたが、順次減少し
て六Hの二二万人と年間の最低にまで減少し、以後増加の一方をたどつたが十二月でも二四百五千
人に止まつた。二十五年中は三〇万～四〇万。人台を保つていたことからみれば、二十六年中に三
〇万人台を示したのは一月のみで他の月はすべて二〇万人台であつたから一般的に失業保険受給者
数は低い水準に止まつた。しかし年末に近づくにしたがつて増加していることは注目される。(第一
九表参照)

第19表 年月別一般失業保険受給者数

四一 これを常用失業保険金支給金額でみると、支給人員では前年より三六%の減少にも拘らず、給
付金額では二%の減に止まつている。
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すなわち、前年の一五二億九千八百万円から本年の一二一億円に減少しており、これは賃金水準の
上昇と給付の等級改訂が六月に行われたことによるものと考えられる。 

四二 次に、日雇労働者の失業保険受給状況をみると、本年は一般的に増加がみられ、初回受給を認
定された失業者も前年月平均六万八千六百人であつたものが本年は月平均十一万五千九百人に増加
し、初回受給者数も前年の月平均四万四千七百人から、本年の七万七千七百人となり、したがつて
保険金給付延人員も前年の月平均三六万六千人から本年の五三万人と増加している。また支給金額
も前年の五億六千万円から、本年の八億二千万円まで増加している。

かくの如く、日雇労働者の失業保険受給状況からみると日雇失業状況は悪化している如くである
が、これは前年八月に受給要件が緩和され、それと同時にこの制度の普及が促進されたことによる
と思われる。 
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二    労働力、労働市場及び失業の動向
(三)   失業状況は一般的に緩和してきている
(2)   不完全就業者の数も大巾に減少している

四三 更に完全就業者に近い非求職の就業希望者や、いわゆる不完全就業者の主要部分をなす就業時
間三五時間未満の追加就業希望者及び転職希望者などのいわゆる不完全就業者の状況をみても、何
れもかなり大巾にその数が減少している。 

四四 まず非求職の就業希望者についでいえば、二六年の年間平均で一七万人であり、これを二五年
の三六万人と比較すれば半数以下という低落である。二六年中の年内の推移をみれば、一月の一五
万人から二月の二二万人、三月の二〇万人と増加気味であつたが、その後下つて六月の九万人にま
で落ち、下半期再び上昇して十～十二月は二〇万人を維持した。(第二〇表参照)

しかし年間平均は前述の如く一七万人となつており、前年は九月以降二〇万～一〇万人台になつた
のみで、三月の五〇万人を最高として、三〇～四〇万人台であることから比較すれば二十六年中は
非常に低い水準にあつたことがわかる。

第20表 不完全就業者の推移
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四五 つぎに追加就業希望者数を年間平均でみると、前年平均の一九六万人に比較して二十六年は七
七万人と大きく減少している。このうち、週就業時間が一時間から三四時間までの短時間就業者で
追加就業を希望する者の動向をみると、同様二十五年平均の七九万人から二十六年の四六万人にま
で減少していることがみられる。なおその年間の動きをみると、年初一～三月は六〇万人台であつ
たものが、四月以降八月の三四万人まで下り、九月から再び上昇して一〇～一二月ぱ四〇万人台を
維持した程度である。 

四六 つぎに労働力調査の附帯調査による転職希望者の動向をみると、調査月が異つているという制
約はあるが、二十五年八月に比し二十六年三月は転職希望者数においても減少をみせている。二十
五年八月は動乱直後で、景気の転換期にあつたゝめ転職希望者が多かつたということもあり、本年
三月は景気の中だるみがやつと始まつた後で、勤乱以後の職業転換が落着いた時であるともいえよ
う。しかし依然として転職希望者数が一五〇万近くあり、そのうち、1)収入があまり少いから、2)
賃金の遅払不払があるから、3)今の仕事が一時的であるから、という三つの理由で転職希望をする
ものがその大半を占めていることからして、これらの人々が不完全就業者であることは否定出来な
いであろう。なおこれらの転職希望者が積極的に求職しているかどうかでみると、前年の方が実
数、比率とも求職者の方が多く、本年は非求職者の方に比重が動いている。このことはこの期間に
不完全就業状態が好転したことを物語つている。 

四七 そしてこれを更に、農林、農林業別、従業上の地位別にみると全産業就業者中、転業を希望す
るものは二十六年三月で四・二%で前年八月の四・三%、前々年十二月の五・九%からみて次第に
低下していることがわかる。一般的にいつて農林業に加ける転職希望者より非農林業における転職
希望者の方が多いことは、今まで述べてきた郡部より市部への労働力の移動、農林業就業者の減少
と非農林業就業者の増大への傾向と矛盾するように見えるが、これらの労働の移動が新規労働力が
中心であること、及び農村における不完全就業の意識が低いことを考慮すれば必ずしも矛盾とはい
えない。殊に農林業における雇用者は実数は少いが、その転職希望率が高いことは農林業における
雇用者の不安定さを物語つているものといえよう。(第二一表、二二表参照)

第21表 農、非農別転職希望者数および転職希望率

第22表 農、非農及び従業上の地位別転職希望者数および求職者数
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四八 なお非農林業雇用者中の日雇労務者の転職希望の状況をみると、日雇労働者の転業希望率は三
八・五%で、それ以外の労働者の四・二%に比較すると非常に高率である。(第二三表参照)

第23表 非農林業及び雇用者の内訳別転職希望者数および求職者数

昭和26年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和26年 労働経済の分析




